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(57)【要約】
本発明は、末端ポリエチレンオキシド基含有ポリウレタンウレアに基づく非イオン的親水
化結合剤水性分散体に関する。本発明はまた、その調製方法、および被覆剤を製造するた
めのその使用に関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の構造成分：
Ａ）１０～４０重量％の１種以上の脂肪族ポリイソシアネート化合物、
Ｂ）４０～７０重量％の、４００～８０００ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎを有する少なくと
も１種のポリヒドロキシ化合物、
Ｃ）１９～５０重量％の、イソシアネート基に対して反応性である単官能性ポリエチレン
グリコール含有成分（ここで、該成分のポリエチレングリコール部は少なくとも５０重量
％であり、１２００～３０００ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎを示す。）、
Ｄ）０．５～１０重量％の、３２～４００ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎおよび１以上の官能
価を有する少なくとも１種のポリアミン化合物、
Ｅ）０．５～１０重量％の、６２～３２０ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎおよび１以上の官能
価を有するポリヒドロキシ化合物、および
Ｆ）任意に０～１０重量％の更なる助剤および添加剤
を含んでなるポリウレタン－ウレア水性分散体であって、構造成分Ａ）～Ｆ）の和が常に
１００重量％である分散体。
【請求項２】
　成分Ｃ）が、１個のヒドロキシ基またはアミノ基しか含有しないポリオキシアルキレン
エーテルによって構成されることを特徴とする、請求項１に記載のポリウレタン－ウレア
水性分散体。
【請求項３】
　成分Ｃ）が、５０～１００重量％の割合のエチレンオキシド由来構造単位を含有するポ
リオキシアルキレンエーテルによって構成されることを特徴とする、請求項１に記載のポ
リウレタン－ウレア水性分散体。
【請求項４】
　成分Ｃ）が、１５００～３０００ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎを示すポリオキシアルキレ
ンエーテルによって構成されることを特徴とする、請求項１に記載のポリウレタン－ウレ
ア水性分散体。
【請求項５】
　成分Ｄ）が、ジエタノールアミン、ヒドラジン、イソホロンジアミン（ＩＰＤＡ）およ
び／またはエチレンジアミンからなる群から選択される化合物であることを特徴とする、
請求項１に記載のポリウレタン－ウレア水性分散体。
【請求項６】
　成分Ｄ）が、ジエタノールアミン、ヒドラジン、イソホロンジアミン（ＩＰＤＡ）およ
び／またはエチレンジアミンからなる群から選択される２種の化合物によって構成される
ことを特徴とする、請求項１に記載のポリウレタン－ウレア水性分散体。
【請求項７】
　成分Ｄ）が、ヒドラジン水和物とＩＰＤＡとの混合物であることを特徴とする、請求項
１に記載のポリウレタン－ウレア水性分散体。
【請求項８】
　被覆剤を製造するための、請求項１に記載のポリウレタン－ポリウレア分散体の使用。
【請求項９】
　ガラス繊維サイズ剤を製造するための、請求項１に記載のポリウレタン－ポリウレア分
散体の使用。
【請求項１０】
　請求項１に記載のポリウレタン－ポリウレア水性分散体と、水分散性ブロックトポリイ
ソシアネートまたは水溶性ブロックトポリイソシアネートからなる群から選択される架橋
剤とを含んでなる、水性被覆剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、末端ポリエチレンオキシド基含有ポリウレタンウレアに基づく非イオン的親
水化結合剤水性分散体、その調製方法、および被覆剤を製造するためのその使用に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　ポリウレタンに基づく被覆剤は、その傑出した特性（例えば、高い耐引掻き性、高い低
温可撓性）の故に重要な役割を果たしている。環境規制および他の法的規制がますます厳
しくなりつつあるので、無溶媒水性ポリウレタンが特に重要視されている。ポリウレタン
分散体に基づく被覆剤は、様々な用途（例えば、布地被覆、プラスチックラッカー塗りお
よび自動車ラッカー塗り）で使用されている。特定の用途（例えばエレクトロニクス）で
は、高い電気絶縁性を保証するため、被膜が可能な限り低い導電率を示すことが必要であ
る。同時に、可能な限り変えることのできる条件下、異なる方法（例えば、噴霧またはナ
イフ塗布）で水性被覆剤を適用できるようにするために、水性被覆剤は、広い温度範囲で
凝固に対して安定であることが望ましい。
【０００３】
　水相中のポリウレタン粒子の安定化は、粒子の斥力をもたらす表面上の荷電によるか（
イオンによる安定化）、或いはファン・デル・ワールス相互作用による凝集を防ぐ、表面
に吸着されたかまたは共有結合された、水溶性または部分水溶性のオリゴマー鎖またはポ
リマー鎖による（イオンによらない安定化）、２つのメカニズムによって達成され得る。
そのようなタイプの分散体のイオンによる安定化は、温度上昇に関する凝固に比較的鈍感
であるがイオンの存在によって上昇した導電率を示す系をもたらす。イオンによらない安
定化では、状況は逆転する。即ち、そのような系は、例えばＤＥ－Ａ　２６　５１　５０
６に記載されているように、６０℃より高い温度で不安定になり得る。しかしながら、そ
のような系は、比較的低い導電率といった欠点を示す。加えて、広い温度範囲で凝固に対
して安定であるイオン的／非イオン的安定化分散体を得るために、２つの安定化メカニズ
ムを組み合わせることは十分に知られている。これらの系も同様に、荷電の故により高い
導電率を示す。
【０００４】
　イオンによらない安定化は、イソシアネート基に対して反応性である官能性親水性ポリ
エチレンオキシド（略称ＰＥＧ）の組み込みに基づく。ポリウレタンの主鎖に直鎖として
、側鎖としてまたは末端として、ＰＥＧを組み込むことができる。
【０００５】
　ＵＳ－Ａ　３，９０５，９２９には、ＰＥＧ鎖がポリウレタン分散体中で側鎖として結
合している非イオン性ポリウレタン分散体が記載されている。得られた結合剤は、比較的
良好な機械的性質を特徴としている。しかしながら結果的に、ＰＥＧ基は末端に結合して
おらず、調製中に副生物が生じ得る。
【０００６】
　ＥＰ－Ａ　０　３１７　２５８には、ポリウレタン分散体の合成に使用され得る二官能
性非イオン性ＰＥＧ含有乳化剤が開示されている。同文献に記載されているＰＥＧ含有親
水化剤も同様に、二官能性で側鎖となるように組み込まれている。そのように調製された
ポリウレタン分散体は比較的高い熱安定性を特徴とするが、経済的観点から欠点となる更
なる工程段階で、親水化剤を生成しなければならない。
【０００７】
　ＥＰ－Ａ　０　７９２　９００は、ガラス繊維サイズ剤に使用するためのポリウレタン
分散体を記載している。該分散体はイオン的および／または非イオン的に親水化され得、
ポリイソシアネートは少なくとも５０％の割合で１－メチル－２，４－ジイソシアナトシ
クロヘキサンおよび／または１－メチル－２，６－ジイソシアナトシクロヘキサンを含む
。同文献に記載されている分散体には、１５重量％以下の量の非イオン性末端親水化成分
が使用されている。
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【０００８】
　ＵＳ－Ａ　５，０６６，７３２には、非イオン性ポリウレタン分散体が記載されている
。単官能性ポリエチレングリコール成分をジイソシアネートとの中間生成物に転化し、次
いで、該反応生成物をジヒドロキシアミンと反応させ、親水化成分を生成している。従っ
て、ポリエチレンオキシドは同様に、ポリウレタンに側鎖として結合している。
【０００９】
　しかしながら、従来技術から知られているポリウレタン分散体の全ては、特に高温で、
不十分な貯蔵安定性を示し、その結果、加えて、尚早に凝固する傾向を有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】ＤＥ－Ａ　２６　５１　５０６
【特許文献２】ＵＳ－Ａ　３，９０５，９２９
【特許文献３】ＥＰ－Ａ　０　３１７　２５８
【特許文献４】ＥＰ－Ａ　０　７９２　９００
【特許文献５】ＵＳ－Ａ　５，０６６，７３２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　従って、本発明の目的は、少なくとも７５℃の凝固温度を示し、その結果、十分な貯蔵
安定性を有する、新規なポリウレタン水性分散体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この目的は、本発明の特許請求の範囲によって達成された。本明細書では、ポリマー主
鎖中に、ポリウレタン鎖末端にある重量割合で、あるモル質量を有する単官能性ＰＥＧ含
有成分を有する、ポリウレタンウレア分散体を特許請求する。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、以下の構造成分：
Ａ）１０～４０重量％、好ましくは１５～４０重量％、特に好ましくは２０～３５重量％
の１種以上の脂肪族ポリイソシアネート化合物、
Ｂ）４０～７０重量％の、好ましくは４２～６３重量％、特に好ましくは４４～５７重量
％の、４００～８０００ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎを有する少なくとも１種のポリヒドロ
キシ化合物、
Ｃ）１９～５０重量％、好ましくは１９～３０重量％、特に好ましくは１９～２５重量％
の、イソシアネート基に対して反応性である単官能性ポリエチレングリコール含有成分（
ここで、該成分のポリエチレングリコール部は少なくとも５０重量％、好ましくは少なく
とも７０重量％、特に好ましくは少なくとも８０重量％であり、１２００～３０００ｇ／
ｍｏｌ、好ましくは１５００～３０００ｇ／ｍｏｌ、特に好ましくは２０００～３０００
ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎを示す。）、
Ｄ）０．５～１０重量％、好ましくは１～７重量％、特に好ましくは２～５重量％の、３
２～４００ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎおよび１以上の官能価を有する少なくとも１種のポ
リアミン化合物、
Ｅ）０．５～１０重量％、好ましくは１～７重量％、特に好ましくは１．５～５重量％の
、６２～３２０ｇ／ｍｏｌのモル質量Ｍｎおよび１以上の官能価を有するポリヒドロキシ
化合物、および
Ｆ）任意に、０～１０重量％、好ましくは０．５～７重量％、特に好ましくは０．５～５
重量％の更なる助剤および添加剤
を含んでなるポリウレタン－ウレア水性分散体であって、構造成分Ａ）～Ｆ）の和が常に
１００重量％である分散体を提供する。
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【００１４】
　成分Ａ）の適当なポリイソシアネートは、当業者にそれ自体知られている、芳香族、芳
香脂肪族、脂肪族または脂環式のポリイソシアネートである。適当なポリイソシアネート
は例えば、１，４－ブチレンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネー
ト（ＨＤＩ）、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、２，２，４－トリメチルヘキ
サメチレンジイソシアネートおよび／または２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイ
ソシアネート、異性体ビス（４，４’－イソシアナトシクロヘキシル）メタンまたは任意
の異性体含量を有するそれらの混合物、１，４－シクロヘキシレンジイソシアネート、１
，４－フェニレンジイソシアネート、２，４－トルイレンジイソシアネートおよび／また
は２，６－トルイレンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、２，４
－ジフェニルメタンジイソシアネートまたは４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネー
ト、１，３－ビス（２－イソシアナト－プロプ－２－イル）ベンゼンおよび１，４－ビス
（２－イソシアナト－プロプ－２－イル）ベンゼン（ＩＭＸＤＩ）、１，３－ビス（イソ
シアナトメチル）ベンゼン（ＸＤＩ）、（Ｓ）－アルキル－２，６－ジイソシアナトヘキ
サノエートまたは（Ｌ）－アルキル－２，６－ジイソシアナトヘキサノエートである。
【００１５】
　２以上の官能価を有するポリイソシアネートもまた、ある割合で使用され得る。これら
は、ウレトジオン、イソシアヌレート、ウレタン、アロファネート、ビウレット、イミノ
オキサジアジンジオンおよび／またはオキサジアジントリオン構造を有する変性ジイソシ
アネート、および一分子あたり２個以上のＮＣＯ基を含有する未変性ポリイソシアネート
、例えば、４－イソシアナトメチル－１，８－オクタンジイソシアネート（ノナントリイ
ソシアネート）またはトリフェニルメタン－４，４’，４’’－トリイソシアネートを包
含する。
【００１６】
　好適には、２～４、好ましくは２～２．６、特に好ましくは２～２．４の平均官能価を
有する、もっぱら脂肪族的および／または脂環式的に結合したイソシアネート基を含有す
る、上記したタイプのポリイソシアネートまたはポリイソシアネート混合物である。
【００１７】
　イソホロンジイソシアネート、ビス（４，４’－イソシアナトシクロヘキシル）メタン
異性体およびそれらの混合物が特に好ましい。
【００１８】
　化合物Ｂ）として使用され得る高分子ポリオールは、４００～８０００ｇ／ｍｏｌ、好
ましくは４００～６０００ｇ／ｍｏｌ、特に好ましくは４００～３０００ｇ／ｍｏｌの分
子量Ｍｎを示す。それらのヒドロキシル価は、２２～４００ｍｇＫＯＨ／ｇ、好ましくは
３０～３００ｍｇＫＯＨ／ｇ、特に好ましくは４０～２５０ｍｇＫＯＨ／ｇである。それ
らは、１．５～６、好ましくは１．８～３、特に好ましくは１．９～２．１のＯＨ官能価
を示す。
【００１９】
　本発明の意味におけるポリオールは、ポリウレタン－ラッカー技術で知られている有機
ポリヒドロキシ化合物、例えば通常のポリエステルポリオール、ポリアクリレートポリオ
ール、ポリウレタンポリオール、ポリカーボネートポリオール、ポリエーテルポリオール
、ポリエステルポリアクリレートポリオールおよびポリウレタンポリアクリレートポリオ
ール、ポリウレタンポリエステルポリオール、ポリウレタンポリエーテルポリオール、ポ
リウレタンポリカーボネートポリオール、ポリエステルポリカーボネートポリオール、フ
ェノール／ホルムアルデヒド樹脂のそれら自身または混合物である。ポリエステルポリオ
ール、ポリエーテルポリオールまたはポリカーボネートポリオールが好ましく、ポリエス
テルポリオールが特に好ましい。
【００２０】
　ポリエーテルポリオールとして、例えば、スチレンオキシド、エチレンオキシド、プロ
ピレンオキシド、テトラヒドロフラン、ブチレンオキシド、エピクロロヒドリンの重付加
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物、並びにそれらの混合付加物およびグラフト生成物、並びに多価アルコールまたはそれ
らの混合物の縮合によって得られたポリエーテルポリオール、並びに多価アルコール、ア
ミンおよびアミノアルコールのアルコキシル化によって得られたポリエーテルポリオール
を挙げることができる。
【００２１】
　適当なヒドロキシル官能性ポリエーテルＢ）は、１．８～６．０、好ましくは２．０～
４．０のＯＨ官能価、５０～７００ｍｇＫＯＨ／ｇ（固体）、好ましくは１００～６００
ｍｇＫＯＨ／ｇ（固体）のＯＨ価、１０６～４０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは２００～３
５００ｇ／ｍｏｌの分子量Ｍｎを示し、その例は、ヒドロキシル官能性開始剤分子（例え
ば、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、
トリメチロールプロパン、グリセリン、ペンタエリスリトール、ソルビトールまたはそれ
らの混合物）のプロピレンオキシドまたはブチレンオキシドでのアルコキシル化物、およ
び他のヒドロキシル官能性化合物のプロピレンオキシドまたはブチレンオキシドでのアル
コキシル化物である。ポリエーテル成分Ｂ）として好ましいのは、３００～４０００ｇ／
ｍｏｌの分子量を有するポリプロピレンオキシドポリオールである。これに関連して、適
当に高いＯＨ含量を有する特に低分子のポリエーテルポリオールは水溶性であり得る。し
かしながら、非水溶性のポリプロピレンオキシドポリオール、ポリテトラメチレンオキシ
ドポリオールおよびそれらの混合物が特に好ましい。
【００２２】
　ポリエステルポリオールの非常に適した例は、ジオール、任意にトリオールおよびテト
ラオールと、ジカルボン酸、任意にトリカルボン酸およびテトラカルボン酸或いはヒドロ
キシカルボン酸またはラクトンとから生成された既知の重縮合物である。遊離ポリカルボ
ン酸に代えて、対応するポリカルボン酸無水物または低級アルコールとの対応するポリカ
ルボン酸エステルを、ポリエステルの調製に使用することもできる。適当なジオールの例
は、エチレングリコール、ブチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレング
リコール、ポリアルキレングリコール、例えばポリエチレングリコール、更に、１，２－
プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、ブタンジオール（１，３）、ブタンジオ
ール（１，４）、ヘキサンジオール（１，６）および異性体、ネオペンチルグリコールま
たはヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールエステルであり、最後に挙げた３つの
化合物が好ましい。場合により付随的に使用できるポリオールとして本明細書に挙げられ
るものは、例えば、トリメチロールプロパン、グリセリン、エリスリトール、ペンタエリ
スリトール、トリメチロールベンゼンまたはトリスヒドロキシエチルイソシアヌレートで
ある。
【００２３】
　ジカルボン酸として、例えば、以下を考慮する：フタル酸、イソフタル酸、テレフタル
酸、テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸、アジ
ピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、グルタル酸、テトラクロロフタル酸、マレイン酸、
フマル酸、イタコン酸、マロン酸、スベリン酸、２－メチルコハク酸、３，３－ジエチル
グルタル酸、２，２－ジメチルコハク酸。これら酸の無水物も、それらが存在する限り同
様に使用できる。従って、本発明の目的のために、無水物は表現「酸」に包含される。ポ
リオールの平均官能価が２以上ならば、モノカルボン酸、例えば安息香酸およびヘキサン
カルボン酸も使用できる。飽和脂肪族酸または芳香族酸、例えば、アジピン酸またはイソ
フタル酸が好ましい。比較的少量で場合により付随的に使用できるポリカルボン酸として
、本明細書ではトリメリット酸を挙げることができる。
【００２４】
　末端ヒドロキシル基含有ポリエステルポリオールの調製において共反応体として付随的
に使用できるヒドロキシカルボン酸は、例えば、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ酪酸
、ヒドロキシデカン酸、ヒドロキシステアリン酸等である。使用できるラクトンは、とり
わけ、カプロラクトン、ブチロラクトンおよび同族体である。
【００２５】
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　ブタンジオールおよび／またはネオペンチルグリコールおよび／またはヘキサンジオー
ルおよび／またはエチレングリコールおよび／またはジエチレングリコールと、アジピン
酸および／またはフタル酸および／またはイソフタル酸とに基づく、ポリエステルポリオ
ールＢ）が好ましい。ブタンジオールおよび／またはネオペンチルグリコールおよび／ま
たはヘキサンジオールと、アジピン酸および／またはフタル酸とに基づく、ポリエステル
ポリオールＢ）が特に好ましい。
【００２６】
　考慮されるポリカーボネートポリオールは、炭酸誘導体、例えば、炭酸ジフェニル、炭
酸ジメチルまたはホスゲンと、ジオールとの反応によって得られる。そのようなタイプの
ジオールとして、例えば、エチレングリコール、１，２－プロパンジオールおよび１，３
－プロパンジオール、１，３－ブタンジオールおよび１，４－ブタンジオール、１，６－
ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ビス
ヒドロキシメチルシクロヘキサン、２－メチル－１，３－プロパンジオール、２，２，４
－トリメチルペンタンジオール－１，３、ジプロピレングリコール、ポリプロピレングリ
コール、ジブチレングリコール、ポリブチレングリコール、ビスフェノールＡ、テトラブ
ロモビスフェノールＡ、ラクトン変性ジオールも考慮される。ジオール成分は、好ましく
は、４０～１００重量％の１，６－ヘキサンジオールおよび／またはヘキサンジオール誘
導体、優先的には、末端ＯＨ基に加えてエーテル基またはエステル基を含有するもの、例
えば、１ｍｏｌのヘキサンジオールの少なくとも１ｍｏｌ、好ましくは１～２ｍｏｌのε
－カプロラクトンでの転化によって得られる生成物、またはジヘキシレングリコールまた
はトリヘキシレングリコールを生じるためのヘキサンジオールのそれ自体によるエーテル
化によって得られる生成物を含有する。ポリエーテルポリカーボネートポリオールも使用
され得る。
【００２７】
　炭酸ジメチルおよびヘキサンジオールおよび／またはブタンジオールおよび／またはカ
プロラクトンに基づくポリカーボネートポリオールＢ）が好ましい。炭酸ジメチルおよび
ヘキサンジオールおよび／またはカプロラクトンに基づくポリカーボネートポリオールＢ
）が特に好ましい。
【００２８】
　成分Ｃ）の定義に対応する適当な非イオン的親水化単官能性化合物は、例えば、１個の
ヒドロキシ基またはアミノ基しか含有しないポリオキシアルキレンエーテルである。これ
らのポリエーテルは、５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％、特に好まし
くは８０～１００重量％の割合のエチレンオキシド由来構造単位を含有し、例えば、成分
Ｂ）で挙げた開始剤分子のアルコキシル化によってそれ自体知られている方法で入手可能
である。アルコキシル化反応に適したアルキレンオキシドは、特に、エチレンオキシドお
よびプロピレンオキシドであり、任意の順でまたは混合物としてアルコキシル化反応過程
で使用され得る。
【００２９】
　該構造単位のモル質量Ｍｎは、１２００～３０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは１５００～
３０００ｇ／ｍｏｌ、特に好ましくは２０００～３０００ｇ／ｍｏｌである。
【００３０】
　そのようなタイプの適当な非イオン的親水化単官能性化合物は、例えば、単官能性アル
コキシポリエチレングリコール、例えばメトキシポリエチレングリコール（MPEG Carbowa
x（登録商標）2000またはMethoxy PEG-40、分子量範囲１８００～２２００、The Dow Che
mical Company）、単官能性ポリエーテルモノアルキルエーテル、例えばBayer Material 
Science社製の２２５０ｇ／ｍｏｌの平均モル質量Ｍｎを有するブタノールおよびエチレ
ンオキシドおよびプロピレンオキシドから合成されたLB 25、単官能性ポリエーテルアミ
ン（Jeffamine（登録商標）M 1000、ＰＯ／ＥＯモル比３／１９、およびM 2070、ＰＯ／
ＥＯモル比１０／３１、Huntsman Corp.）である。
【００３１】
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　MPEG Carbowax（登録商標）2000、LB 25またはJeffamine（登録商標）M 2070が、成分
Ｃ）として好ましく使用される。MPEG Carbowax（登録商標）2000またはLB 25が、特に好
ましい。
【００３２】
　連鎖延長に使用されるポリアミンＤ）は、ジアミンまたはポリアミン、ヒドラジド、例
えば、エチレンジアミン、１，２－ジアミノプロパンおよび１，３－ジアミノプロパン、
１，４-ジアミノブタン、１，６－ジアミノヘキサン、イソホロンジアミン、２，２，４
－トリメチルヘキサメチレンジアミンおよび２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジア
ミンの異性体混合物、２－メチルペンタメチレンジアミン、ジエチレントリアミン、１，
３－キシリレンジアミンおよび１，４－キシリレンジアミン、α，α，α’，α’－テト
ラメチル－１，３－キシリレンジアミンおよびα，α，α’，α’－テトラメチル－１，
４－キシリレンジアミン、および４，４－ジアミノジシクロヘキシルメタン、ジメチルエ
チレンジアミン、ヒドラジンまたはアジピン酸ジヒドラジドである。
【００３３】
　成分Ｄ）として、基本的に、ＮＣＯ基に対して様々な反応性を有する活性水素を含有す
る化合物、例えば、第一級アミノ基に加えて第二級アミノ基、またはアミノ基（第一級ま
たは第二級）に加えてＯＨ基も含有する化合物も考慮される。それらの例は、第一級／第
二級アミン、例えば、３－アミノ－１－メチルアミノプロパン、３－アミノ－１－エチル
アミノプロパン、３－アミノ－１－シクロヘキシルアミノプロパン、３－アミノ－１－メ
チルアミノブタン、更にアルカノールアミン、例えば、Ｎ－アミノエチルエタノールアミ
ン、エタノールアミン、３－アミノプロパノールまたはネオペンタノールアミンである。
ジエタノールアミンおよび／またはヒドラジンおよび／またはイソホロンジアミン（ＩＰ
ＤＡ）および／またはエチレンジアミンが好ましい。ヒドラジンおよび／またはイソホロ
ンジアミンおよび／またはエチレンジアミンが特に好ましい。ヒドラジン水和物とＩＰＤ
Ａとの混合物がとりわけ好ましい。
【００３４】
　一般に、ポリウレタン樹脂の合成に使用される低分子ポリオールＥ）は、ポリマー鎖の
剛直および／または分枝をもたらす。分子量は好ましくは６２～２００である。適当なポ
リオールは、脂肪族基、脂環式基または芳香族基を含有し得る。本明細書では、例えば、
一分子あたり約２０個までの炭素原子を含有する低分子ポリオール、例として、エチレン
グリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、１，２－プロパンジオー
ル、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブチレングリコール
、シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，６－ヘキサンジ
オール、ヒドロキノンジヒドロキシエチルエーテル、ビスフェノールＡ（２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）プロパン）、水素化ビスフェノールＡ（２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシシクロヘキシル）プロパン）およびそれらの混合物、ならびにトリメチロールプ
ロパン、グリセリンまたはペンタエリスリトールを挙げることができる。エステルジオー
ル、例えば、δ－ヒドロキシブチル－ε－ヒドロキシカプロン酸エステル、ω－ヒドロキ
シヘキシル－γ－ヒドロキシ酪酸エステル、アジピン酸－（β－ヒドロキシエチル）エス
テルまたはテレフタル酸－ビス（β－ヒドロキシエチル）エステルを使用することもでき
る。ヘキサンジオールおよび／またはトリメチロールプロパンおよび／またはブタンジオ
ールが好ましい。トリメチロールプロパンおよび／またはブタンジオールが特に好ましい
。
【００３５】
　更なる助剤または添加剤Ｆ）は、後者をポリウレタン水性分散体の調製の後で連続水相
に溶解させることによって、または分散前に有機相に添加、溶解させ、従って共分散させ
ることによって、場合により付随的に使用され得る。適当な助剤または添加剤は、例えば
、酸化防止剤、ＵＶ安定剤、流れ制御剤、殺生物剤、静電防止剤または接着促進剤である
。
【００３６】
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　本発明のＰＵＲ分散体を調製するために、従来技術で知られている方法の全てを使用で
き、その例は、プレポリマー混合法、アセトン法または溶融分散法である。ＰＵＲ分散体
は、好ましくはアセトン法によって調製される。
【００３７】
　アセトン法によるＰＵＲ分散体の調製では、通常、第一級アミノ基または第二級アミノ
基を含有してはならない成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）、Ｅ）および任意にＦ）、並びにイソシア
ネート官能性ポリウレタンプレポリマー調製用のポリイソシアネート成分Ａ）を、全てま
たは部分的に導入し、場合により水混和性であるがイソシアネート基に対して不活性であ
る溶媒で希釈し、５０～１２０℃の温度に加熱する。イソシアネート付加反応を促進する
ために、ポリウレタン化学において既知の触媒を使用することができる。ジラウリン酸ジ
ブチル錫が好ましい。
【００３８】
　適当な溶媒は、一般的な脂肪族ケト官能性溶媒、例えば、アセトン、ブタノンであり、
それらは、調製の開始時だけでなく、場合により開始後に少しずつ添加してもよい。アセ
トンおよびブタノンが好ましい。
【００３９】
　次いで、反応開始時に任意にまだ添加されていなかった成分Ａ）～Ｆ）を、計量添加す
る。
【００４０】
　ポリウレタンプレポリマーの調製過程では、イソシアネート基のイソシアネート反応性
基に対するモル比は、１．０～３．５、好ましくは１．１～３．０、特に好ましくは１．
１～２．５である。
【００４１】
　成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＥ）のプレポリマーへの転化は、部分的にまたは完全に、
好ましくは完全に達成される。このようにして、遊離イソシアネート基含有ポリウレタン
プレポリマーを、塊状または溶液状態で得る。
【００４２】
　この後、更なる工程段階で、まだ実施されていないかまたは部分的にしか実施されてい
なければ、得られたプレポリマーをアセトンまたはブタノンのような脂肪族ケトンを用い
て溶解する。
【００４３】
　続いて、可能なＮＨ２－官能性成分および／またはＮＨ－官能性成分を、まだ残ってい
るイソシアネート基で転化させる。この連鎖延長／連鎖停止は、分散前に溶媒中で、分散
中に、または分散後に水中で実施され得る。連鎖延長は、好ましくは水への分散前に実施
される。
【００４４】
　ＮＨ２基またはＮＨ基を含有する成分Ｄ）の定義に対応する化合物を、連鎖延長に使用
するならば、プレポリマーの連鎖延長は、好ましくは分散前に実施される。
【００４５】
　連鎖延長度、即ち、連鎖延長に使用される化合物のＮＣＯ反応性基の、プレポリマーの
遊離ＮＣＯ基に対する当量比は、４０～１００％、好ましくは６０～１００％、特に好ま
しくは７０～１００％である。
【００４６】
　アミン成分Ｄ）は、任意に、本発明の方法において、水希釈状態または溶媒希釈状態で
、個々にまたは混合物として使用され得、基本的にどのような添加順序も可能である。
【００４７】
　水または有機溶媒を希釈剤として付随的に使用するならば、希釈剤含量は好ましくは７
０～９５重量％である。
【００４８】
　プレポリマーからのＰＵＲ分散体の調製は、連鎖延長に続いて実施される。この目的を
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達成するために、溶解し連鎖延長したポリウレタンポリマーを、場合により例えば強撹拌
のような強い剪断力の影響下、分散水に導入するか、または逆に、分散水をプレポリマー
溶液に撹拌しながら添加する。溶解したプレポリマーに水を添加することが好ましい。
【００４９】
　一般に、その後、分散工程後に分散体中になお含有される溶媒は、蒸留によって除去さ
れる。分散中に既に除去することもまた可能である。
【００５０】
　本発明のポリウレタン－ポリウレア分散体の固形分は、２０～７０重量％、好ましくは
３０～６５重量％、特に好ましくは３５～６２重量％である。
【００５１】
　本発明は更に、被覆剤を製造するための、好ましくはガラス繊維サイズ剤を製造するた
めの、本発明のポリウレタン－ポリウレア分散体の使用を提供する。
【００５２】
　適当な基材は、例えば、プラスチック、金属およびガラスである。本発明のポリウレタ
ン分散体はまた、架橋水性ブロックトポリイソシアネートと組み合わせて使用され得、ガ
ラス繊維サイズ剤に加工され得る。
【００５３】
　本発明はまた、本発明のポリウレタン－ポリウレア分散体と、水分散性ブロックトポリ
イソシアネートまたは水溶性ブロックトポリイソシアネートからなる群から選択される架
橋剤とを含んでなる、水性被覆剤を提供する。
【００５４】
　場合により水分散性状態または水溶性状態で存在し得るか、或いは水性分散体または水
溶液として使用される、ブロックトポリイソシアネートを架橋剤として使用する。ブロッ
クトポリイソシアネートは、２．０～５．０、好ましくは２．３～４．５の（平均）ＮＣ
Ｏ官能価、５．０～２７．０重量％、好ましくは１４．０～２４．０重量％の（非ブロッ
クトおよびブロックト）イソシアネート基含量、１重量％未満、好ましくは０．５重量％
未満の単量体ジイソシアネート含量を示す。水分散性ブロックトポリイソシアネートまた
は水溶性ブロックトポリイソシアネートのポリイソシアネートのイソシアネート基は、少
なくとも５０％、好ましくは少なくとも６０％、特に好ましくは少なくとも７０％の割合
でブロック状態で存在する。水分散性ブロックトポリイソシアネートＩＩ）の調製は、（
例えば、ＤＥ－Ａ　２　４５６　４６９、第７～８欄、実施例１～５、およびＤＥ－Ａ　
２　８５３　９３７、第２１～２６頁、実施例１～９に記載されているような）従来技術
に関する既知の方法によって実施され得る。
【００５５】
　本発明の水性被覆剤は、更なる成分として助剤および添加剤を含有できる。それらは、
接着促進剤、滑剤、静電防止剤、当業者にそれ自体よく知られているラッカー添加剤、例
えば、染料、顔料、流れ制御剤、遮光剤、老化防止剤および紫外線吸収剤であり得る。
【００５６】
　接着促進剤として、既知のシラン接着促進剤を使用でき、その例は、３－アミノプロピ
ルトリメトキシシラン、アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）
－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－グリシジルプロピルトリメトキシシラン
、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、または３－メタクリルオキシ
プロピルトリエトキシシランである。
【００５７】
　更に、本発明の被覆剤は、１種以上の非イオン性滑剤および／またはイオン性滑剤を含
有でき、その例は、脂肪アルコールまたは脂肪アミンのポリアルキレングリコールエーテ
ル、Ｃ１２～１８脂肪酸のポリアルキレングリコールエーテルおよびグリセリンエステル
、ポリアルキレングリコール、ポリアルキレングリコールおよび／またはアルキレンアミ
ンのＣ１２～１８高級脂肪アミド、第四級窒素化合物、例えば、エトキシル化イミダゾリ
ニウム塩、鉱油またはワックスである。
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【００５８】
　本発明の被覆剤は、１種以上の静電防止剤を含有してもよい。例として挙げられるもの
は、塩化リチウム、塩化アンモニウム、Ｃｒ（ＩＩＩ）塩、有機チタン化合物、アリール
アルキルスルフェートまたはアリールアルキルスルホネート、アリールポリグリコールエ
ーテルスルホネート、または第四級窒素化合物である。
【００５９】
　被覆剤の製造は、それ自体既知の方法で実施され得る。好ましくは、水を適当な混合容
器に導入し、撹拌の影響下、結合剤、硬化剤、および続いて滑剤並びに場合により更なる
助剤を添加する。次いで、ｐＨ値を５～７に調整し、接着促進剤の水解物を添加する。１
５分間の更なる撹拌時間後、被覆剤は使用できる状態になり、場合によりｐＨ値調整後に
適用され得る。
【００６０】
　好ましくはサイズ剤組成物として使用される、被覆剤は、任意の方法（例えば、噴霧ア
プリケーターまたはロールアプリケーター）を用いて、適当な基材に適用され得、硬化さ
れ得る。
【００６１】
　ＤＩＮ　１２５９－１に従ったＥ－ガラス、Ａ－ガラス、Ｃ－ガラスおよびＳ－ガラス
のようなガラス繊維の製造に使用される既知のタイプのガラスと、それ自体知られている
他のガラス繊維メーカー製品との両方が、サイジングされるガラス繊維に適している。連
続ガラス繊維を製造するための上記タイプのガラスの中で、Ｅ－ガラス繊維が、アルカリ
の不存在、高い引張強さおよび高い弾性率の故に、プラスチックの強化にとって最も重要
である。
【００６２】
　ガラス繊維の製造方法、サイジング方法および再生方法は知られており、例えば、K.L.
Loewenstein: "The Manufacturing Technology of Continuous Glass Fibres", Elsevier
 Scientific Publishing Corp., Amsterdam, London, New York, 1983に記載されている
。
【実施例】
【００６３】
　導電率の測定：分散体の導電率の測定は、Knick社製導電率計タイプ703を用いて実施す
る。
　凝固温度の測定：この目的のため、撹拌機を備えたフラスコに５０ｍｌの分散体を導入
し、撹拌の影響下、２℃／分の速度で加熱する。分散体のゲル化が生じる温度を特定する
。
【００６４】
使用した材料：
　Impranil（登録商標） DLU：固形分６０％のアニオン性／非イオン性脂肪族ポリカーボ
ネート－ポリエーテル－ポリウレタン分散体（ドイツ国在Bayer MaterialScience AG）。
　Impranil（登録商標） DLS：固形分５０％のアニオン性／非イオン性脂肪族ポリカーボ
ネート－ポリエーテル－ポリウレタン分散体（ドイツ国在Bayer MaterialScience AG）。
　Impranil（登録商標） DLN：固形分５０％のアニオン性脂肪族ポリエステルポリウレタ
ン分散体（ドイツ国在Bayer MaterialScience AG）。
　Desmodur（登録商標） H：１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）（ドイ
ツ国在Bayer MaterialScience AG）。
　Desmophen（登録商標） PE 170 HN：アジピン酸、ヘキサンジオールおよびネオペンチ
ルグリコールから生成されたポリエステル、ＯＨ価６６、Ｍｎ＝１７００ｇ／ｍｏｌ（レ
ーフエルクーゼン在Bayer MaterialScience AG）。
　Polyether LB 25：エチレンオキシド割合８４％、ＯＨ価２５、Ｍｎ＝２２５０ｇ／ｍ
ｏｌの、エチレンオキシドおよびプロピレンオキシドに基づく単官能性ポリエーテル（ド
イツ国在Bayer MaterialScience AG）。
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　MPEG2000：ポリエチレングリコールモノメチルエーテル、ＣＡＳ番号9004-74-4、単官
能性、モル質量２０００ｇ／ｍｏｌ（Fluka）。
　MPEG1000：ポリエチレングリコールモノメチルエーテル、ＣＡＳ番号9004-74-4、単官
能性、モル質量１０００ｇ／ｍｏｌ（Fluka）。
　MPEG550：ポリ（エチレングリコール）モノメチルエーテル、ＣＡＳ番号9004-74-4、単
官能性、モル質量５５０ｇ／ｍｏｌ（Fluka）。
　PEG2000：ポリエチレングリコール、ＣＡＳ番号25322-68-3、二官能性、モル質量２０
００ｇ／ｍｏｌ（Sigma－Aldrich）。
　Tegomer（登録商標） D3403：ポリエチレングリコール（側鎖（seitenstaendig））、
二官能性、モル質量１２００ｇ／ｍｏｌ（エッセン在Tego Chemie Service GmbH）。
　IPDA：１－アミノ－３，３，５－トリメチル－５－アミノメチルシクロヘキサン、イソ
ホロンジアミン（ドイツ国在Bayer MaterialScience AG）。
　HyHy：ヒドラジン水和物、Ｈ２Ｎ－ＮＨ２（ドイツ国在Bayer MaterialScience AG）。
　BDO：１，４－ブタンジオール（ドイツ国在Bayer MaterialScience AG）。
【００６５】
分散体の調製
実施例１（本発明）：
　２０９ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７５ｇの単官能性親水化剤LB 25を
、５０℃で６８ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－１＝６．４３％）
に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、７．６ｇのブタンジオール
を添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌する。その後、６
４１ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、２０分かけて、５
２０ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留ＮＣＯ基がヒドラ
ジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するように、ヒドラジン水
和物およびＩＰＤＡの水１７７ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分かけて添加する。
混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂａｒで留去する。
水性分散体が、３４．７％の固形分、５３７ｍＰａｓの粘度、５．８のｐＨ値、および５
８０ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００６６】
実施例２（本発明）：
　２１１ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７６．４ｇの単官能性親水化剤MPE
G2000を、５０℃で７０．６ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－１＝
６．５０％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、７．８ｇのブ
タンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌する
。その後、６５０．１ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、
２０分かけて、５２６ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留
ＮＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するよう
に、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水１８１ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分
かけて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂ
ａｒで留去する。水性分散体が、３６．０％の固形分、５６０ｍＰａｓの粘度、５．７の
ｐＨ値、および１０２ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００６７】
実施例３（本発明）：
　２１４．４ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７２．４ｇの単官能性親水化
剤LB 25を、５０℃で７０．４ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－１
＝６．５１％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、７．８ｇの
ブタンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌す
る。その後、６４９ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、２
０分かけて、５２４ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留Ｎ
ＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するように
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、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水１８１ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分か
けて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂａ
ｒで留去する。水性分散体が、３４．９％の固形分、４２３ｍＰａｓの粘度、６．０のｐ
Ｈ値、および６５０ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００６８】
実施例４（比較例）：
　２１４ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび６３．１ｇの単官能性親水化剤LB 
25を、５０℃で７０．０ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－１＝６．
６９％）に達するまでプレポリマーに転化させる。続いて、７．８ｇのブタンジオールを
添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌する。その後、６３
２ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、２０分かけて、５０
７ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留ＮＣＯ基がヒドラジ
ン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するように、ヒドラジン水和
物およびＩＰＤＡの水１８１ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分かけて添加する。混
合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂａｒで留去する。水
性分散体が、３３．１％の固形分、３９５ｍＰａｓの粘度、６．２のｐＨ値、および８８
０ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００６９】
実施例５（比較例）：
　２２５．１ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび５７．０ｇの単官能性親水化
剤LB 25を、５０℃で７３．２ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－１
＝６．８７％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、８．２ｇの
ブタンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌す
る。その後、６４６ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、２
０分かけて、５１４ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留Ｎ
ＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するように
、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水１９０ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分か
けて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂａ
ｒで留去する。水性分散体が、３７．２％の固形分、９６ｍＰａｓの粘度、５．８のｐＨ
値、および１８００ｎｍの平均粒度を有して生じる。該分散体は、沈降する傾向が強い。
【００７０】
実施例６（比較例）：
　１９３．５ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７３．１ｇの単官能性親水化
剤MPEG1000を、５０℃で７４．２ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－
１＝７．１７％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、８．２ｇ
のブタンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌
する。その後、６２０ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、
２０分かけて、４８７ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留
ＮＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するよう
に、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水１９０ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分
かけて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂ
ａｒで留去する。水性分散体が、３２．３％の固形分、７１ｍＰａｓの粘度、７．１のｐ
Ｈ値、および２３０ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００７１】
実施例７（比較例）：
　２０２．７ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７６．６ｇの二官能性親水化
剤PEG2000を、５０℃で７７．６ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－
１＝７．１７％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、８．６ｇ
のブタンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌
する。その後、６４５ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、
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ＮＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するよう
に、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水１９９ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分
かけて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂ
ａｒで留去する。詳細に特性を示すことができない、既に部分的に凝固した水性分散体が
得られる。
【００７２】
実施例８（比較例）：
　１８６．６ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７６．２ｇの単官能性親水化
剤MPEG550を、５０℃で８８．２ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－
１＝８．０７％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、９．３ｇ
のブタンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌
する。その後、６４１ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、
２０分かけて、４７８ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留
ＮＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するよう
に、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水２２７ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分
かけて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂ
ａｒで留去する。水性分散体が、２９．７％の固形分、１０７ｍＰａｓの粘度、５．５の
ｐＨ値、および９９ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００７３】
実施例９（比較例）：
　１８６ｇのポリエステルポリオールPE 170 HNおよび７４．９ｇの二官能性親水化剤Teg
omer D3403を、５０℃で８４．７ｇのＨＤＩに添加し、次いで、理論ＮＣＯ価（ＮＣＯ－
１＝８．０７％）に達するまで１００℃でプレポリマーに転化させる。続いて、９．３ｇ
のブタンジオールを添加し、ＮＣＯ価が一定（ＮＣＯ－２）になるまで５０℃で更に撹拌
する。その後、６３１ｇのアセトンを添加し、４０℃まで冷却する。強い撹拌の影響下、
２０分かけて、４７５ｇの水を分散体に滴加する。ＮＣＯ－２に基づいて、４６％の残留
ＮＣＯ基がヒドラジン水和物と反応し、４５％の残留ＮＣＯ基がＩＰＤＡと反応するよう
に、ヒドラジン水和物およびＩＰＤＡの水２１８ｇ中混合物を、連鎖延長のために、５分
かけて添加する。混合物を更に５分間撹拌する。その後、アセトンを４０℃、１２０ｍｂ
ａｒで留去する。水性分散体が、３４．９％の固形分、３２０ｍＰａｓの粘度、５．４の
ｐＨ値、および２７７ｎｍの平均粒度を有して生じる。
【００７４】
結果の表
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【表１】

【００７５】

【表２】

【００７６】
　本発明の分散体が、低い導電率を有しながら７５℃を超える凝固温度を示すことが、明
らかに認められる。
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